
実運送体制管理簿の作成・
情報通知の義務化

多重下請構造の可視化を図るため、元請事業者に対し、実
運送事業者の名称や請負階層等を記載した実運送体制管
理簿の作成が義務付けられます。

実運送体制管理簿作成によるトラック事業者のメリット

実運送体制管理簿の作成が、元請トラック事業者に義務付けられます。
・�元請事業者は、真荷主から引き受けた貨物の運送について利用運送を行ったときは、貨物の運送
ごとに実運送体制管理簿を作成する必要があります。

・引き受けた貨物をすべて自社で実運送する場合は作成不要です。

実運送体制管理簿の作成義務

荷主 元請け 一次請け 実運送事業者

利用運送運送委託 利用運送

運送会社Ｃ運送会社Ｂ運送会社Ａ

実運送実運送体制
管理簿を作成

実運送体制管理簿の作成対象となる貨物の運送について、以下の義務が課されます。
・利用運送を行う事業者は、委託先の事業者へ「下請情報」の通知を行う義務
・実運送事業者は、元請事業者へ「実運送事業者情報」の通知を行う義務

情報通知の義務

下請情報
の通知

下請情報
の通知

実運送事業者情報の通知

荷主

運送委託

一次請け
運送会社Ｂ

実運送事業者
運送会社Ｃ

実運送

元請け
運送会社Ａ

※実運送なし

元請事業者は、真荷主
に対して確実な輸送実
績等を説明できる

実運送事業者が収受する
運賃・料金の適正化につ
ながる

適正な運賃

多重下請構造の実態が明ら
かになり、その是正に向けた
取組につながる

改正貨物自動車運送事業法（令和７年４月１日施行令和７年４月１日施行）

※�貨物自動車運送事業法の改正は、令和６年４月に成立した「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一
部を改正する法律」により行われるもので、令和７年４月１日より施行されます。
※改正内容の詳細は、国土交通省HPにおいて公表している「改正貨物自動車運送事業法　Ｑ＆Ａ」等をご確認ください。
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ｑ

積込日 運送区間 貨物の内容 実運送事業者の商号又は名称 請負階層 車番 ドライバー名

2/1（木） ××工場～〇〇工場 食品機械 A運輸 １次請け 11-11 ○○

2/1（木） ○○工場～Z営業所 冷凍食品 X運輸 元請け 22-22 ○○

2/1（木） Z営業所～小売店ア 冷凍食品 C運輸 ２次請け 33-33 ○○

2/2（金） ××工場～倉庫ウ 飲料 D運輸 １次請け 44-44 ○○

2/2（金） ××工場～倉庫ウ 飲料 E運輸 ２次請け 55-55 ○○

2/2（金） ××工場～倉庫ウ 飲料 G運輸 ３次請け 66-66 ○○

実運送体制管理簿のイメージ

実運送体制管理簿（食料品メーカー甲社）

実運送体制管理簿（製紙メーカー乙社）

実運送体制管理簿（機械メーカー丙社）

赤枠：必須の記載事項

実運送体制管理簿の作成義務について

情報通知の義務について

運送
委託

実運送事業者情報の通知

荷主

一次請け
運送会社Ｂ

貨物利用
運送事業者

三次請け
運送会社Ｃ

ｎ次請け
運送会社Ｄ

実運送

元請け
運送会社Ａ

二次請け
貨物利用
運送事業者

下
請
情
報
の
通
知

下
請
情
報
の
通
知

下
請
情
報
の
通
知

下
請
情
報
の
通
知

元請事業者の連絡先、真荷主の名称、委託先の請負次数

実運送事業者の名称 /商号、運送区間、貨物の内容、請負次数

※実運送なし

※実運送なし

1荷主の1運送依頼
あたりの重量が
１．５トン以上

● 実運送体制管理簿の作成の対象は、1.5トン以上の貨物です。
　・対象となる貨物の重量は、1.5トン以上です。
　・実運送する際の重量ではなく、真荷主から運送を引き受ける際の
　　貨物の重量で判断します。

● 実運送体制管理簿には、
　 以下の事項を記載します。
　①実運送の商号又は名称

　②実運送事業者が実運送を
　　行う貨物の内容及び区間

　③実運送事業者の請負階層
　　（一次請け、二次請け等）

● 真荷主は元請事業者に対し、実運送体制管理簿の閲覧請求ができます。
● 下請構造が固定化している場合には、運送ごとに作成する必要はありません。
● 実運送体制管理簿は、運送を完了した日から１年間保存しなければなりません。

　実運送体制管理簿の作成に必要な「実運送事業者の情報」を元請事業者が把握できるようにするため、所
要の情報を通知する義務が各事業者に課されます。情報通知の流れは、以下の図を参考にしてください。

●  元請事業者は、その運送が実運送体制管理簿の作成対象である場合は、運
送委託を行う際に、当該運送が実運送体制管理簿の作成対象である旨を確
実に委託先へ伝達するようにしてください。

詳細は、国土交通省ホームページにおいて
公表している「改正貨物自動車運送事業法
Ｑ＆Ａ」をご参照ください。

既存の配車表を活用するなど、事業者
の取り組みやすい形で作成可能。電磁
的記録での作成も可。
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